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本論文は、Ａ4 版 253 頁からなり、以下に示す目次の通り、序章および終章を含む１２章によ
り構成されている。 
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ることを指摘している。また、関東地方 1 都 3 県の基礎自治体（144 団体）を対象に実施した調
査票調査により、自治体世論調査においては財政的な面とプライバシーへの配慮のもと高い回収
率を期待できない郵送法を採用する団体が増加してきていること、調査環境の悪化や調査法変更







































































  本論文は、2014 年９月 10 日に大学院課に提出され、同年 9 月 16 日の公共政策研究科市民
社会ガバナンスコース教授会において、主査間島正秀、副査中筋直哉、同白鳥浩の構成で学位論
文審査小委員会を組織し、審査することを決定した。なお、その後、副査白鳥浩の在外研究員就
任により、2015 年 4 月 21 日の同コース教授会において、白鳥浩に代えて池田寛二を副査とする

































る。第一に、本論文の各論（第 3 章～第 10 章）を統一する体系が必ずしも明らかではないこと
である。第 1 章と第 2 章に示されている「基礎的枠組み」と各論とをつなぐ、いわば中間項とし
ての「総論」にあたる部分が示されれば、一つの体系における各論それぞれの位置づけがより明
確に理解されうるということである。第二に、自治体経営という視点から「価値創造」という用
語が使用されているが、本論文においてはその意義が明瞭でないことである。その概念の明確化
にあたっては、自治体広報広聴全般にわたる新たな考察が必要になる可能性もあるかもしれない。
第三に、議会広報広聴に関する調査研究と分析をさらに展開することが強く期待されることであ
る。このことにより、行政広報広聴と議会広報広聴とを統合した、真の意味での自治体広報広聴
に関する理論的枠組みが形成されるものと思われる。第四に、筆者も指摘しているように、仮想
的ユーザとしてのペルソナの精緻化等を図り、自治体ウェブサイトやそれ以外の広報広聴媒体へ
のペルソナ法の適用可能性を高めることである。 
 しかしながら、これらの点は、引き続き検討されるべき今後の研究課題である。自治体と住民
とのコミュニケーション促進という枠組みから自治体広報広聴の総体にアプローチし、理論と調
査分析、さらに行政実務との橋渡しを使命としている本論文の現代的意義を勘案すると、一定の
価値を有する論文であると判断できる。 
 以上のような検討結果に基づき、本審査小委員会は、全会一致をもって、提出論文が博士（公
共政策学）の学位に値するという結論に達した。 
